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■単純承認

・プラスの財産の範囲内で、債務を引き継ぐ
・相続開始を知った時から３か月以内に家庭裁判所に申述
・相続人全員が限定承認を行う必要がある

・相続財産の一切を引き継がない
・相続開始を知った時から３か月以内に家庭裁判所に申述
・他に相続人がいても一人で相続放棄が可能

④相続の種類
　相続には下記の３種類が存在し、相続人は相続の方法を選ぶことができます。ただし、期限等があ
り、無条件に選択できるわけではありません。

⑤相続に関する各種制度
　ほかに次のような相続に関する新しい法律や制度がつくられています。

■平成２９年５月２９日より制度開始
　法定相続情報証明制度は、相続人が法務局（登記所）に必要な書類を提出し、登記官が内容を
確認した上で、法定相続人が誰であるのかを登記官が証明する制度です。
　この制度を利用することにより、相続登記、被相続人名義の預金の払い戻しや相続税の申告
など、各種相続手続きで戸籍書類一式の書類の提出の省略が可能になります。

法定相続情報証明制度

■令和２年４月１日施行
　民法改正により、相続開始時に被相続人が所有する建物に居住していた配偶者は、遺産分割や
遺贈等により「配偶者居住権」を取得することで、原則として、終身または一定期間、その建物を無
償で使用・収益することができる権利を有することとなりました。これを配偶者居住権といいます。

配偶者居住権

■令和６年４月１日施行
　不動産登記法改正により、相続人は、不動産（土地・建物）を相続で取得したことを知った日か
ら３年以内に、相続登記をすることが法律上の義務になります。
　また、令和６年４月１日より前に相続した不動産で、相続登記がされていないものについては、
令和９年３月31日までに相続登記をする必要があります。

相続登記の申請義務化

・相続財産のすべてを引き継ぐ
・家庭裁判所への申述は不要

■限定承認

■相続放棄
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①「管理不全空家等」「特定空家等」とは
　「管理不全空家等」とは、適切な管理が行われていないことにより、そのまま放置すれば特定空家
等に該当することとなるおそれのある状態にあると認められる空家のことをいいます。

　特定空家等とは以下の状態のことをいいます。
１.そのまま放置すれば倒壊等、著しく保安上危険となるおそれのある状態
２.そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態
３.適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態
４.その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態

②空き家の状態が悪くなると指導を受けます
　空家法第22条では、市町村長は特定空家等の所有者等に対し、除却、修繕、立木竹の伐採など、
周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置をとるよう助言又は指導、勧告、命令、行政代執行
を行うことができると規定されています。

6. 空家等対策の推進に関する特別措置法
　平成27年5月に「空家等対策の推進に関する特別措置法（以下「空家法」といいます）」が完全施行
されました。この法律では、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態等
にあると認められる空家等を「特定空家等」と定義しています。
　また、令和５年12月に改正空家法が施行され、特定空家等になるおそれのある空家が「管理不全
空家等」として定義され、市町長による指導・勧告の対象となりました。市町長から勧告を受けた特定
空家等や管理不全空家等は、固定資産税の住宅用地特例（１／６等に減額）の適用対象外となります。

■空家法に基づく行政処分の流れ
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③空き家と税金の関係
　空き家であっても毎年土地と建物に固定資産税がかかります。また、地域によっては都市計画税
が課税されます。なお、相続時には相続税、売却した場合の譲渡所得には所得税・住民税等がかか
る場合があります。

■住宅用地特例
　土地に関する固定資産税について居住用の家屋の敷地（住宅用地）については、その税負担を軽
減するため、下記のとおり課税標準の特例措置が設けられています。

　なお、空家法に基づく行政処分の「勧告」を受けた特定空家等及び管理不全空家等は特例措置の
適用外になります。

■空き家の発生を抑制するための特別措置（譲渡所得の3,000万円特別控除 ）
　空き家とその敷地を相続等で取得した場合、その空き家又はその敷地を売却するに当たって一
定の条件を満たせば、所得税・個人住民税において譲渡所得から3,000万円までが控除される特
例措置を受けることができます。ただし、令和9年12月31日までに売却することが必要です。

所得税

固定資産税・都市計画税
固定資産税 都市計画税※

対象となる資産 固定資産（土地、家屋、償却資産） 原則として都市計画区域内の土地、家屋

納付する人

金額 固定資産評価額を基に算定 
（税率1.4%）

固定資産評価額を基に算定 
（税率最大0.3%）

面積区分 固定資産税の課税標準額 都市計画税の課税標準額

小規模住宅用地（住宅1戸につき200㎡まで） 評価額×1/6 評価額×1/3

一般住宅用地（住宅1戸につき200㎡を越えた部分） 評価額×1/3 評価額×2/3

主な適用要件

※香川県では一部の市町のみ課税しています。（善通寺市全域及び観音寺市、多度津町の一部地域）

・相続開始の直前（老人ホーム等に入所の場合は入所の直前）まで被相続人が一人で居住していたこと。
・相続開始から譲渡の時まで、使用されていないこと。
・耐震基準を満たした家屋か、家屋の取壊しをした後の敷地を譲渡すること。あるいは、家屋の譲渡をした後、譲渡をした年の
  翌年2月15日までに家屋の耐震改修又は取壊しを行うこと。
・昭和56年5月31日以前に建築された家屋であること。
・相続開始の日から3年を経過した年の12月31日までに譲渡すること。
・譲渡価格が1億円以下であること。

■通常の場合

※令和6年1月1日以後の譲渡で、対象となる家屋・敷地を相続等により取得した相続人が3人以上の場合は、1人当たりの控除額の
　上限は2,000万円です。

毎年1月1日に対象となる資産の所有者として登記簿又は
固定資産課税台帳に登記又は登録されている人
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